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公布された条例等のあらまし

（規則第68号）◇島根県母子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

⑴ 母子及び寡婦福祉法施行令の改正に伴う引用条項及び規定の整理（第３条・第４条関係）

⑵ その他規定の整理及び様式の整備

２ 施行期日

公布の日から施行し、１の⑴については平成21年６月５日以後の申請に係る母子福祉資金及び寡婦福祉資金の貸付

けについて適用することとした。

◇ （規則第69号）島根県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

⑴ 10トン以上の船舶を使用して水産動植物の採捕の事業を行う者が経営等改善資金又は青年漁業者等養成確保資金

を借り受ける場合においても、知事が別に定めるところによる計画の認定を必要としないこととした。（第３条関

係）

⑵ 農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律の認定を受けた者が沿岸漁業改善資

金の貸付けを受ける場合において、償還期間及び据置期間の特例等を定めることとした。（第７条・別表関係）

⑶ 燃料油消費節減機器等設置資金の貸付限度額を引き上げることとした。（別表関係）

⑷ その他規定及び様式の整理

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

規 則

島根県母子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年６月19日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第68号

島根県母子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則の一部を改正する規則

島根県母子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則（昭和57年島根県規則第41号）の一部を次のように改正する。

第３条中「令第９条第１項」を「令第８条第４項（令第37条第２項において準用する場合を含む。）及び令第９条第１

項」に改める。

第４条第２号中「写し」の次に「（連帯保証人を立てる場合に限る。）」を加え、同条第５号カ 中「第７条第７号(ア)

イ」の次に「又は令第36条第７号イ」を加え、同号カ 中「第７条第７号ロ」の次に「又は令第36条第７号ロ」を加え、(イ)

同号キ 中「第７条第８号イ」の次に「又は令第36条第８号イ」を加え、同号キ 中「第７条第８号ロ」の次に「又は令(ア) (イ)

第36条第８号ロ」を加え、同号キ 中「第７条第８号ニ」の次に「又は令第36条第８号ハ」を加え、同号ク中「又は増(ウ)

築」を「、増築等」に改める。

第５条第１号中「又は寄附行為」を削る。

第９条第１項中「第５条第２項各号」の次に「（これらの規定を令第33条第２項において準用する場合を含む。）」を

加える。

第14条の２中「第８条第５項」の次に「（令第37条第２項において準用する場合を含む。）」を加える。

第21条第１項第３号中「第３項各号」の次に「（同条第２項第２号及び第３号を除き、これらの規定を令第38条におい
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て準用する場合を含む。）」を加える。

第22条第３号中「第16条第３号から第５号まで」の次に「（これらの規定を令第38条において準用する場合を含

む。）」を加える。

様式第１号の２中「及び商品先物取引に係る雑所得等の金額」を「、先物取引に係る雑所得等の金額、条約適用利子等

の額及び条約適用配当等の額」に、「租税特別措置法第24条」を「改正前の租税特別措置法第24条」に改める。

「 「

補修、保全、改築、増築 補修、保全、改築、増築

様式第８号中 を に、
の 経 緯 等 の 経 緯

補修、保全、改築、増築 補修、保全、改築、増築

を必要とする理由 等を必要とする理由

」 」

「 「

補 増 補 増

修 築 修 築

の 等
、 、

保 計 保 の

全 画 を 全 計 に、

画
、 、

改 改

築 築
、 、

」 」

「 「

を に改め、同様式の の１の⑸中「増築の」を「増築等の」に、「又は増築
補修・保全・改 補修・保全・改

(注)
築・増築の別 築・増築等の別

」 」

した」を「、増築等を行った」に改め、同様式の の１の⑹及び の２中「増築」の次に「等」を加え、同様式の の３(注) (注) (注)

中「又は増築」を「、増築等」に改める。

様式第12号中「年３％」を「年 ％」に改める。

様式第14号中「年３％」を「年 ％」に改め、同様式の の３中「借主」の次に「、連帯借主」を加え、「押す」を(注)

「押印する」に改め、同様式の の６中「、借主」の次に「、連帯借主」を加え、同様式の の７中「母子及び寡婦福祉(注) (注)

施行令」を「母子及び寡婦福祉法施行令」に改める。

様式第15号中「無利子」を削り、同様式の の１中「必ず借主」を「法人の代表者又は連帯借主」に、「押す」を「押(注)

印する」に改め、同様式の の３から５までを次のように改める。(注)

３ 収入印紙のはり付けは、不要である。

４ 法人の代表者、連帯借主の各印は、互いに重ならないよう押印し、法人の代表者及び連帯借主の印鑑証明書を添付

すること。

５ 償還金を納入期限までに納入されない場合は、母子及び寡婦福祉法施行令第17条の規定又は同令第38条において準

用する同令第17条の規定に基づき、年10.75％の割合で違約金を徴収する。

様式第15号の の６を削る。(注)

「申 請 者 住 所

様式第18号中 を に改める。
「申請者 住 所 氏 名 ○印

 
3



号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

氏 名 ○」 法定代理人 住 所印

氏 名 ○」印

様式第19号、様式第20号、様式第22号、様式第23号、様式第25号及び様式第26号中

「借 主 住 所

印「借 主 住 所 氏 名 ○

を に改める。
氏 名 ○ 連 帯 借 主 住 所印

印連帯借主 住 所 氏 名 ○

氏 名 ○」 法定代理人 住 所印

氏 名 ○」印

「連 帯 借 主 住 所

様式第27号中 を に改める。
「連 帯 借 主 住 所 氏 名 ○印

氏 名 ○」 法定代理人 住 所印

氏 名 ○」印

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後の島根県母子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則第３条及び第４条第２号の規定は、平成21年

６月５日以後の申請に係る母子福祉資金及び寡婦福祉資金の貸付けについて適用し、同日前の申請に係る母子福祉資金

及び寡婦福祉資金の貸付けについては、なお従前の例による。

３ この規則による改正前の島根県母子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則の規定により作成した用紙でこの規則の施行

の際現に残存するもののうち取繕いが可能なものについては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

島根県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年６月19日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第69号

島根県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

島根県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和54年島根県規則第77号）の一部を次のように改正する。

第２条中第１項を第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。

この規則において「沿岸漁業」とは、次に掲げるものをいう。

⑴ 無動力漁船及び総トン数20トン未満の動力漁船（とう載漁船を除く。）を使用して、又は漁船を使用しないで行う

水産動植物の採捕の事業

⑵ 漁具を定置して行う水産動物の採捕の事業（⑴に該当するものを除く。）

⑶ 水産動植物の養殖の事業

第３条ただし書を削る。

第７条第１項中「（様式第２号）」の次に「（農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関する

法律（平成20年法律第45号）第４条第１項の認定を受けた者が同法第10条に規定する資金の貸付けを受けようとする場合

（以下「認定生産製造連携事業の場合」という。）にあっては、事業計画書及び同法第５条第２項の認定生産製造連携事

業計画をいう。以下同じ。）」を加える。

別表第１号の表第１号償還期間等の欄中「）」の次に「。ただし、認定生産製造連携事業の場合にあっては、９年以内
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（据置期間１年以内を含む。）。」を加え、同表第２号貸付限度額の欄中「中核的漁業者協業体」を「沿岸漁業改善資金

助成法の施行について（昭和54年４月27日付け54水研第613号。以下「施行通知」という。）第３の３の⑴の水産庁長官

が定めるものに該当する場合」に改め、同号償還期間等の欄中「）」の次に「。ただし、認定生産製造連携事業の場合に

あっては、９年以内（据置期間１年以内を含む。）。」を加え、同表第３号償還期間等の欄中「）」の次に「。ただし、

認定生産製造連携事業の場合にあっては、９年以内（据置期間１年以内を含む。）。」を加え、同表第４号貸付限度額の

欄中「13,000,000円（」を「25,000,000円（」に、「12,000,000円」を「24,000,000円」に改め、同号償還期間等の欄中

「）」の次に「。ただし、認定生産製造連携事業の場合にあっては、９年以内（据置期間１年以内を含む。）。」を加

え、同表第５号償還期間等の欄中「）」の次に「。ただし、認定生産製造連携事業の場合にあっては、５年以内（据置期

間２年以内を含む。）。」を加え、同表第６号償還期間等の欄中「）」の次に「。ただし、認定生産製造連携事業の場合

にあっては、12年以内（据置期間３年以内を含む。）。」を加え、同表第７号償還期間等の欄中「）」の次に「。ただ

し、認定生産製造連携事業の場合にあっては、12年以内（据置期間３年以内を含む。）。」を加える。

別表第３号の表第２号資金の種類の欄中「青年漁業者」の次に「又はその組織する団体」を加え、同表第３号資金の種

類の欄中「又は」を「、」に改め、「団体」の次に「又は漁業労働に従事する者」を加え、同号貸付限度額の欄中「１

人」を「若しくは漁業労働に従事する者１人」に改め、同号償還期間等の欄中「）」の次に「。ただし、認定生産製造連

携事業の場合にあっては、12年以内（据置期間３年以内を含む。）。」を加える。

別表備考を削る。

様式第１号中

「

連 住 所 氏 名 申請者との関係

帯

保 を

証

人

」

「

連 住 所 氏 名 申請者との関係

帯

保

証

に、
人

担

保

物

件

」

「 「

受理水 受付漁

10年目 10年目 11年目 12年目 産事務 業協同

償還額 償還額 償還額 償還額 所 等 組 合

を に改める。
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」 」

様式第２号⑴を次のように改める。
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（第７条関係）様式第２号⑴

経営等改善資金のうち新養殖技術導入資金、

事業計画書 資源管理型漁業推進資金、環境対応型養殖

業推進資金以外の資金用

１ 総括表

申請者 購入設置費
購入設置する機器等

種類名称 台（セット）数 単価

円 千円

２ 設置計画

⑴ 資金の種類、機器等の概要

メーカー名称及び型式名称 施工者名称 機器等の内容 購入又は設置の予定時期
資金の種類及び機

器等の種類名称

⑵ 機器等を整備する漁船

登録番号 船 名 総トン数

所有者氏名 進水年月日

漁業種類

（注） １ 記入に当たっては、次の事項に注意すること。

⑴ 資金の種類及び機器等の種類名称……「操船作業省力化機器等設置資金」等の資金の種類及び「遠

隔操縦装置」、「レーダー」等の機器等の種類名称を記入する。

⑵ メーカー名称及び型式名称……機器等の種類名称ごとに、メーカー名及び型式番号、品名等を記

入する。

⑶ 施工者名称……機器等の取付け、装備等を行う施工者の名称を記入する。

⑷ 機器等の内容……機器等の性能・出力、制御する施設の出力又は工事の内容及び範囲等を記入す

る。

２ 次の資料を添付すること。

機器等について、基準の示してあるものについては、基準を満たしていることが分かるカタログ、

取扱書若しくは設計図又はこれらのコピー

３ 資金計画

資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

 
7



号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

様式第２号⑵中

「

申 請 額 を
養殖水産動植物

の 種 類

」

「

に、
養殖水産動植物

の 種 類

」

「

資 金 調 達 方 法
購入設置費

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

を

」

「

資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

に改

」

める。

様式第２号⑶を次のように改める。

 
8



号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

（第７条関係）様式第２号⑶

事業計画書（資源管理型漁業推進資金用）

１ 総括表

申請者 購入設置費
購入設置する機器等

種類名称 台 数 単 価

円 千円

２ 実施計画

⑴ 資源管理措置

ア 資源管理の内容

資 源 管 理 対 象 漁 場

管 理 対 象 水 産 資 源

管 理 対 象 漁 業 種 類

資 源 管 理 の 実 施 者

水 産 資 源 の 管 理 の 方 法

取 決 め の 有 効 期 間

取 決 め に 違 反 し た 場 合 の 措 置

そ の 他

イ－① 資源管理措置に必要な機器等

購入又は設置予定、 左のうち購入又は設置予定のもの

種 類 名 称 保有済み、共同利用 メーカー名称及び 購入又は設置予定
機器等の内容

の別 施工者名称 時期

イ－② 機器等を装備する漁船

登 録 番 号 船 名 総 ト ン 数

所有者氏名 進水年月日

⑵ 低利用・未利用資源の開発・利用

ア 低利用・未利用資源の開発・利用の内容

低利用・未利用魚種 漁獲時期 月～ 月

開発・利用の方法

イ－① 低利用・未利用資源の開発・利用に必要な機器等

購入又は設置予 左のうち購入又は設置予定のもの

種 類 名 称 定、保有済み、共 メーカー名称及 購入又は設置予定
機器等の内容

同利用の別 び施工者名称 時期
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イ－② 機器等を装備する漁船

登 録 番 号 船 名 総 ト ン 数

所有者氏名 進水年月日

⑶ 付加価値向上措置

ア 活魚出荷を行う場合

活魚出荷の内容(ア)

対 象 魚 種 活魚出荷量 年間 t

活魚出荷の方法

－① 活魚出荷に必要な機器等(イ)

購入又は設置予 左のうち購入又は設置予定のもの

種 類 名 称 定、保有済み、共 メーカー名称及 購入又は設置予
機器等の内容

同利用の別 び施工者名称 定時期

－② 機器等を整備する漁船(イ)

登 録 番 号 船 名 総 ト ン 数

所有者氏名 進水年月日

イ 加工を行う場合

加工の内容(ア)

対 象 魚 種 加工量（原料魚） 年間 t

加 工 の 方 法

加工に必要な機器等(イ)

購入又は設置予 左のうち購入又は設置予定のもの

種 類 名 称 定、保有済み、共 メーカー名称及 購入又は設置予定
機 器 等 の 内 容

同利用の別 び施工者名称 時期

３ 資金計画

資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

（注） 資源管理に関する取決めの写し及び別紙の収支計画を添付すること。
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号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

「 「

購入設置費 申 請 額 購入設置費

千円 千円 千円
様式第２号⑷中 を に、

」 」

「

資 金 調 達 方 法
購入設置費

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

を

」

「

資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

に改

」

める。

様式第２号⑸中

「

家 族 員 構成 人申 （うち沿岸漁業の従事者）

請 を

世帯主との続柄者

」

「

申 請 者 世帯主との続柄

構成 に、
家 族 員

（うち沿岸漁業の従事者 人）

」
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号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

「

総 事 業 費 備 考
資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円 千円

を

（注） 備考欄に、過去における住宅金融公庫資金の借入の有無等を記入すること。 」

「

資 金 調 達 方 法
総 事 業 費

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

に改

」

め、同様式備考を削る。

様式第２号⑹中

「

総 事 業 費 備 考
資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円 千円

を

」

「

資 金 調 達 方 法
総 事 業 費

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円 千円

に改

 
12



号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

」

める。

様式第２号⑺中

「

自ら研修を受ける
申 請 者

者又は使用者の別

を
申 請 額 人 千円

」

「

申 請 者 に改
自ら研修を受ける

者又は使用者の別

」

める。

「 「

購 入 費 申 請 額 購 入 費

千円 千円 千円
様式第２号⑻中 を に、

」 」

「

資 金 調 達 方 法
購 入 費

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

を

」

「

資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

千円 千円 千円

に改
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号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

」

める。

様式第２号⑼（その１）中

「

開始する漁業の種類 申 請 額 千円 を

」

「

開始する漁業の種類 に改

」

める。

様式第２号⑼（その２）中

「

養殖水産動植物の種類 申 請 額 千円 を

」

「

養殖水産動植物の種類 に改

」

め、同様式（別紙）を次のように改める。

 
14



号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

（別紙）

収支計画

最近１年間 今 後 の 予 想

（ 年度） 年度 年度 年度

千円 千円 千円 千円
収

販 売 額
入

合 計（Ａ）

千円 千円 千円 千円

販 売 手 数 料

燃 料 費

漁 具 費

食 料 費

漁 種 苗 費

餌 料 費

支 氷 代

業 函 代

加 工 資 材 費

修 理 費

部 消 耗 品 費

乗 組 員 給 与

出 乗 組 員 保 険 料

門 漁 船 保 険 料

営 業 費

公 租 公 課

減 価 償 却 費

沿岸漁業改善資金償還金

そ の 他

合 計（Ｂ）

千円 千円 千円 千円
差引損益（Ａ－Ｂ＝Ｃ）

千円 千円 千円 千円
漁 業

収 入
以 外

支 出
の 事

（ う ち 減 価 償 却 ）
業

差 引 損 益 （ Ｄ ）

千円 千円 千円 千円

営 業 営 業 外 収 入

外 の 営 業 外 支 出

収 支 （ う ち 借 入 金 利 息 ）

差 引 営 業 外 損 益 （ Ｅ ）

千円 千円 千円 千円
経 常 損 益 （ Ｃ ＋ Ｄ ＋ Ｅ ）
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号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

様式第２号⑼（その３）中

「

開始する漁業の種類 申 請 額 千円 を

」

「

開始する漁業の種類 に、

」

「

備 考
資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

を

」

「

資 金 調 達 方 法

沿岸漁業改善資金 自 己 資 金 そ の 他

に改める。

」

様式第２号⑼（その４）中

「

養殖水産動植物の種類 申 請 額 千円 を

」

「

養殖水産動植物の種類 に改

」

める。

様式第３号中

「

資 金 種 類 貸付決定番号 貸 付 金 額 を

」

「

受付漁業協同組合 受理水産事務所等

に、

資 金 種 類 貸付決定番号 貸 付 金 額

」
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号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

「

「 第10回 年 月 日

第10回 年 月 日 を 第11回 年 月 日 に改める。

」 第12回 年 月 日

」

「

様式第４号中 第10回 年 月 日 千円 を

」

「

第10回 年 月 日 千円

第11回 年 月 日 千円 に、

第12回 年 月 日 千円

」

を
「⑶ 乙が島根県沿岸漁業改善資金貸付規則及びこの契約又はこれらに基づく義務の履行を怠ったとき。

⑷ その他甲が債権保全上著しい支障があると認めたとき。 」

「⑶ 乙につき仮差押え、差押えの申請若しくは競売の申立てがあったとき又は破産手続開始、民事再生手続開始、

会社整理開始若しくは会社更生手続開始の申立てがあったとき。

⑷ 乙が支払を停止し若しくは手形交換所より取引停止処分を受けたとき又は精算に入ったとき。

に改
⑸ 乙が租税公課を滞納して督促又は保全差押えを受けたとき。

⑹ 乙が甲に数個の債務を負う場合において、その一つでも期限に弁済しなかったとき。

⑺ この借入金により改良又は取得された機器等が貸付けの目的に反して使用され、譲渡され、交換され、貸し

付けられ、若しくは担保に供され、又は公用収容されたとき。

⑻ 乙が島根県沿岸漁業改善資金貸付規則及びこの契約又はこれらに基づく義務の履行を怠ったとき。

⑼ その他甲が債権保全上著しい支障があると認めたとき。 」

める。

様式第６号及び様式第７号中

「

第10回 年 月 日 千円 を

」

「

第10回 年 月 日 千円

第11回 年 月 日 千円 に改める。

第12回 年 月 日 千円

」

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正前の島根県沿岸漁業改善資金貸付規則の規定により貸し付けられた沿岸漁業改善資金について

は、なお従前の例による。
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号外第125号 島 根 県 報 平成21年６月19日

告 示

島根県告示第487号

島根県沿岸漁業改善資金貸付基準（昭和54年島根県告示第1002号）の一部を次のように改正し、平成21年６月19日から

施行する。

平成21年６月19日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第２の表中「貸付」を「貸付け」に改める。

第３の表を次のように改める。

第３ 青年漁業者等養成確保資金

資金の種類 貸付けの相手方

１ 研修教育資金 青年漁業者（15歳以上40歳未満の者に限る。以下この表において同じ。）、漁業労

働に従事する者（15歳以上55歳未満の者に限る。以下この表において同じ。）、漁業

労働に従事する者を使用して沿岸漁業の経営を行う者その他の漁業を担うべき者

２ 高度経営技術習得資金 青年漁業者又は青年漁業者の組織する団体

３ 漁業経営開始資金 青年漁業者、青年漁業者の組織する団体又は漁業労働に従事する者
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